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閾値超え効果に着目した割引形式の種類が 

消費者の製品選択に与える影響 

増山 千尋 

既存研究は、低価格製品と高価格製品の選択において、割引額が定価と併せては提示されず最

終価格も提示されない非統合的割引の方が、割引額が定価と併せて提示され最終価格も提示され

る統合的割引に比して、高価格製品の購買率はより高いと主張したが、2 つの価格の間に切りの

良い価格（閾値）が存在する場合に大きな価格差が知覚される閾値超え効果を考慮していない。

本研究は、この効果に着目して、割引形式の種類が消費者の製品選択に与える影響を再検討する。 

第 1章 はじめに

割引は、統合的割引と非統合的割引に大別される（Chen, Monroe, and Lou, 1998）。一方において、統合的

割引とは、割引額が割引前の定価と併せて提示され、それに伴って割引後の最終価格も提示される形式の

割引のことである。例えば、Amazon のオンラインストアで、Apple 社のノートパソコンに対して実施さ

れたあるプロモーションにおいて、割引額 10,000 円が割引前の定価 160,000 円と併せて提示され、それに

伴って割引後の最終価格 150,000 円も提示されていた（cf. Amazon HP）。他方において、非統合的割引とは、

割引額が割引前の定価と併せては提示されずクーポンなどに提示され、それに伴って割引後の最終価格も

提示されない形式の割引のことである。例えば、Yahooショッピングのオンラインストアで、上記のAmazon

のオンラインストアで販売されていたものと同一の Apple 社のノートパソコンに対して実施されたあるプ

ロモーションにおいて、割引額 10,000 円が割引前の定価 160,000 円と併せては提示されずクーポンに提

示され、それに伴って割引後の最終価格 150,000 円も提示されていなかった（cf. Yahooショッピング HP）。

伝統的な経済学的観点からは、同じ金額の割引であれば、それがどちらの割引形式によって提示されても、

消費者が得る効用は同じ水準である。しかしながら、既存研究は、単一の製品を対象として、同じ金額の

割引であっても、割引形式の種類が異なると、消費者の知覚と購買意図も異なるということを示唆してき

た（Chen, et al., 1998; Chandran and Morwitz, 2006; DelVecchio, Lakshmanan, and Krishnan, 2009）。 

このような研究潮流の中で、自社内で垂直的に差別化された 2 つの製品を対象として、割引形式の種類

が消費者の製品選択に与える影響について探究したのが、Jia, Huang, Zhang, Shi, and Zhang（2024）で

ある。彼らは、消費者は、相対的に性能と価格が低い製品（以下、「低価格製品」と呼ぶ）と、相対的に性能と

価格が高い製品（以下、「高価格製品」と呼ぶ）のどちらかを選択するという状況の下で、同じ金額の割引であ

っても、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、高価格製品を選択する

より高い傾向を有すると主張した。消費者は、割引形式が統合的割引である時は、単に割引後の最終価格
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を比較する一方、非統合的割引である時は、対象製品の最終価格が提示されていないために、その計算を

面倒に感じて割引前の定価を比較する。それゆえ、割引形式が非統合的割引である時は、2 つの製品の間の

価格差を過小に知覚し、高価格製品を選択するより高い傾向を有するのである。 

例えば、あるショッピングサイトが、垂直的に差別化された 2 つの製品、製品 A（定価：3,500円、最終価

格：2,500円）と製品 B（定価：5,000円、最終価格：4,000円）に対して、1,000 円の割引を実施する場合、製

品 A と製品 B の実際の価格差は、1,500 円のままである。一方において、割引形式が統合的割引である時

は、製品 A の最終価格と製品 B の最終価格の差が評価されるため、製品 B は製品 A より 60％（1,500円／

2,500円）高いと知覚される。他方において、割引形式が非統合的割引である時は、最終価格を計算する代

わりに製品 A の定価と製品 B の定価の差が評価されるため、製品 B は製品 A より約 43％（1,500円／3,500

円）高いと知覚される。すなわち、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、

製品 A と製品 B の価格差は、より小さいと知覚される。それゆえ、割引形式が非統合的割引である時の方

が、統合的割引である時に比して、製品 B の購買率はより高いという。Jia, et al.（2024）は、同じ金額の

割引であっても、割引形式の種類が異なると、消費者の製品選択も異なるということを見出した点におい

て、非常に有意義な研究であると言いうるであろう。 

しかしながら、Jia, et al.（2024）は、1 つの大きな問題点を抱えている。それは、価格戦略に関する既存

研究において主張されてきた閾値超え効果を考慮していないという点である。閾値超え効果とは、低価格

製品と高価格製品の価格を設定する際、低価格製品の価格を、切りの良い価格、すなわち「閾値」のすぐ下

に設定する価格戦略である「ジャスト・ビロー・プライシング（just-below pricing）」（Stiving and Winer, 1997）

を用いた場合、高価格製品の価格が閾値を超えるため、2 つの製品の間の価格差が実際の価格差より過大

に知覚されるという効果のことである。そして、この効果が表出した結果、高価格製品は選択されにくく

なるという（Kim, Malkoc, and Goodman, 2022）。この閾値超え効果を考慮した場合にも、Jia, et al.（2024）

の主張は成り立つかどうかということについて、いまだ探究されていない。そこで本研究は、閾値超え効

果を考慮した上で、自社内で垂直的に差別化された 2 つの製品を対象として、割引形式の種類が消費者の

製品選択に与える影響について再検討する。 

こうした再検討を通じて、本研究は、以下の学術的貢献を成すことが期待されるであろう。具体的には、

消費者は、低価格製品と高価格製品のどちらかを選択するという状況の下で、割引形式が非統合的割引で

ある時の方が、統合的割引である時に比して、高価格製品を選択するより高い傾向を有すると主張した Jia, 

et al.（2024）に対して、本研究は、価格戦略に関する既存研究において主張されてきた閾値超え効果を考

慮した上で、2 つの製品の価格と閾値の位置関係に応じて、彼らの主張が成り立つ場合と成り立たない場

合を識別することによって、割引形式に関する研究を前進させることを試みる。 

学術的貢献を成すことに加えて、本研究は、割引形式を効果的に管理するための戦略的指針を、企業に

対して提供する。具体的には、垂直的に差別化された 2 つの製品を提供する企業は、製品の価格と閾値の

位置関係に応じて、統合的割引と非統合的割引の、どちらの割引形式を選択すべきかという実務的課題に

ついて、本研究は、豊かな含意を企業に対して提供するであろう。企業は、実施するプロモーションの目

的が、高価格製品の販売促進であるか、それとも、低価格製品の一掃であるかということに応じて、適切

な割引形式を選択することが重要であるということを示唆するであろう。 
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第 2章 既存研究レビュー 

 

2－1 割引形式 
 

第 1章において概観したとおり、割引は、統合的割引と非統合的割引に大別される（Chen, et al., 1998）。

一方において、統合的割引とは、割引額が割引前の定価と併せて提示され、それに伴って割引後の最終価

格も提示される形式の割引のことである。他方において、非統合的割引とは、割引額が割引前の定価と併

せては提示されずクーポンなどに提示され、それに伴って割引後の最終価格も提示されない形式の割引の

ことである。既存研究は、同じ金額の割引であっても、割引形式の種類が異なると、単一の製品に対する

消費者の知覚と購買意図も異なるということを示唆してきた。 

Chen, et al.（1998）は、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、消費

者の購買意図はより高いと主張した。これは、割引形式が統合的割引である時は、消費者全員が割引の対

象となる一方、非統合的割引である時は、クーポンの受取人のみが割引の対象となるということを所与と

して、クーポンを所持している消費者は、クーポンを所持していない消費者より安い価格で製品を購買可

能であるということに対して、特権を感じるためであるという。 

また、Chandran and Morwitz（2006）は、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である

時に比して、製品品質に関する否定的な文脈情報（例えば、当該製品が満たしている製造基準の低さなどの情報）

が消費者の製品品質に対する知覚に与える負の影響はより弱いと主張した。これは、割引形式が非統合的

割引である時は、消費者は、製品品質に関する否定的な文脈情報ではなく、クーポンなどのプロモーショ

ンに対して注意を向ける傾向を有するためであるという。 

さらに、DelVecchio, et al.（2009）は、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に

比して、消費者が知覚する製品の価格はより高いと主張した。これは、割引形式が非統合的割引である時

は、対象製品の最終価格が提示されていないために、消費者は、提示されている定価に対して注意を向け、

その結果、最終価格を実際より高く見積もってしまうためであるという。 

 

2－2 認知的制約 
 

これまで、数多くの既存研究が、消費者行動における認知的制約の可能性を指摘してきた（Johnson, 2008）。

Frederick, Novemsky, Wang, Dhar, and Nowlis（2009）は、「機会費用無視」を提唱し、製品購買を意思決

定しようとしている消費者が機会費用（他の選択肢を諦めることによる損失）を自発的に考慮することは少な

いと主張した。彼らによると、消費者は、計算能力があっても、ある製品を購買することによって生じる

機会費用が提示されないと、機会費用を考慮することは少ないという。 

また、Sela and LeBoeuf（2017）は、消費者は、製品の買い換えを検討するに際して、現在使用している

製品との比較が重要であることを認識しているものの、充分に比較しないという「比較無視」を行う傾向

を有しており、その結果、現在使用している製品のままで充分であるにもかかわらず、アップグレードさ

れた製品を購買してしまうと主張した。彼らは、この「比較無視」が行われた結果、アップグレードされた
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製品が現在使用している製品と類似しているということが見落とされ、アップグレードされた製品が選択

されやすくなるということを見出した。 

さらに、Chen, Marmorstein, Tsiros, and Rao（2012）は、「基準値無視」を提唱し、パーセンテージで

提示された経済的に同等の 2 つのプロモーション（例えば、50％内容量増量と 33.33％価格割引という、最終的な

単位あたりの価格が同額となる 2つのプロモーション）における、消費者の製品態度について探究した。「基準値

無視」とは、消費者が提示されたプロモーションに関する情報処理を行うに際して、その計算を面倒に感

じて、パーセンテージで提示されたプロモーションが実施される前の定価、すなわち基準値を無視すると

いうことである。彼らは、この「基準値無視」が行われた結果、パーセンテージの数値そのものに対して注

意が向けられ、パーセンテージの数値がより大きいプロモーションの方が、パーセンテージの数値がより

小さいプロモーションに比して、消費者の製品態度はより高いということを見出した。 

このような消費者の認知的制約の存在を踏まえた上で、Jia, et al.（2024）は、自社内で垂直的に差別化

された 2 つの製品を対象として、割引形式の種類が消費者の製品選択に与える影響について探究した。彼

らは、消費者は、低価格製品（相対的に性能と価格が低い製品）と高価格製品（相対的に性能と価格が高い製品）

のどちらかを選択するという状況の下で、割引形式が非統合的割引である時は、対象製品の最終価格が提

示されていないために、その計算を面倒に感じて割引前の定価を比較対象とするという「最終価格無視」

を行うと主張した。彼らによると、この「最終価格無視」が行われた結果、割引形式が統合的割引である時

は、低価格製品の最終価格と高価格製品の最終価格の差が評価される一方、非統合的割引である時は、最

終価格を計算する代わりに低価格製品の定価と高価格製品の定価の差が評価されるという。そして、彼ら

は、2 つの大きな数値の間の差が 2 つの小さな数値の間の同じ数値の差より小さく知覚されるというウェ

ーバーの法則（Pandelaere, Briers, and Lembregts, 2011）に基づいて、割引形式が非統合的割引である時の方

が、統合的割引である時に比して、2 つの製品の間の価格差がより小さいと知覚されるため、高価格製品の

購買率はより高いと結論づけた。 

2－3 閾値超え効果 

閾値とは、感覚的経験における不連続点のことである（Laming, 1986）。ある刺激が閾値を超えて新しい

カテゴリーに移ると、消費者は、その変化をより大きく、より意味のあるものとして知覚する（Mishra and 

Mishra, 2010）。例えば、連続した 2 日間の気温差の比較においては、1 日目と 2 日目で月が異なる場合の

方が、月が同じ場合に比して、気温差がより大きく知覚され（Krueger and Clement, 1994）、現在地から州外

の都市への距離と現在地から州内の都市への距離の比較においては、州外の都市の方が現在地から近いに

もかかわらず、州外の都市の方が、州内の都市に比して、より遠くに知覚されるという（Irmak, Naylor, and 

Bearden, 2011）。 

このように、さまざまな文脈において、閾値が消費者の知覚に与える影響に関する研究が行われてきた

中で、Kim, et al.（2022）は、価格戦略の文脈において、切りの良い価格が閾値として機能し消費者が知覚

する製品の価格に影響を与えると主張した。彼らが探究したのは、自社内で垂直的に差別化された 2 つの

製品を対象として、製品の価格を閾値のすぐ下に設定する価格戦略であるジャスト・ビロー・プライシング
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（just-below pricing）（Stiving and Winer, 1997）が消費者の製品選択に与える影響であった。低価格製品（相対

的に性能と価格が低い製品）と高価格製品（相対的に性能と価格が高い製品）の価格を設定する際、低価格製品の

価格にジャスト・ビロー・プライシングを用いた場合、低価格製品の価格が、閾値のすぐ下に設定されてい

るため、高価格製品の価格は、必然的に閾値を超える。それゆえ、2 つの製品の価格と閾値の位置関係は、

低い方から順に、低価格製品の価格、閾値、高価格製品の価格となる。Kim, et al.（2022）は、この場合、

2 つの製品の間の価格差が実際の価格差より過大に知覚されるという「閾値超え効果」が表出すると主張

した。そして、この「閾値超え効果」が表出した結果、高価格製品は選択されにくくなるということを見出

した。 

Kim, et al.（2022）はまた、低価格製品の価格に対して、閾値ちょうどか閾値のすぐ上に価格を設定する

方法であるジャスト・アバブ・プライシング（just-above pricing）を用いた場合についても検討した。この場

合、低価格製品は、閾値ちょうどか閾値のすぐ上に価格が設定されているため、低価格製品の価格と高価

格製品の価格の両者が閾値を超える。それゆえ、2 つの製品の価格と閾値の位置関係は、低い方から順に、

閾値、低価格製品の価格、高価格製品の価格となる。彼らは、この場合、「閾値超え効果」は表出せず、2

つの製品の間の価格差が実際の価格差より過小に知覚され、その結果、高価格製品は選択されやすくなる

ということを見出した。 

前節において概観したとおり、Jia, et al.（2024）は、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的

割引である時に比して、2 つの製品の間の価格差がより小さいと知覚されるため、高価格製品の購買率は

より高いと主張した。しかしながら、彼らは、自社内で垂直的に差別化された 2 つの製品を対象として、

割引形式の種類が消費者の製品選択に与える影響について検討するに際して、本節において概観した「閾

値超え効果」を考慮していないと指摘しうるであろう。 

 

 

第 3章 仮説提唱 

 

3－1 2 つの製品の定価のみ閾値を跨ぐ場合における製品選択 
 

第 2－2節において概観したとおり、Jia, et al.（2024）は、消費者は、低価格製品と高価格製品のどちら

かを選択するという状況の下で、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、

高価格製品を選択するより高い傾向を有すると主張した。しかしながら、彼らは、閾値超え効果を考慮し

ていないという問題点を抱えている。そこで、本章第 3章においては、閾値超え効果を考慮した上で、2 つ

の製品の価格と閾値の位置関係に基づいて 4 つに場合分けを行い、それぞれの場合における消費者の製品

選択について検討する。 

場合分けの 1 つ目は、2 つの製品の割引前の定価のみ閾値を跨ぐ場合である。一方において、割引形式

が統合的割引である時は、2 つの製品の最終価格の差が評価されるため、2 つの製品の価格と閾値の位置関

係は、低い方から順に、低価格製品の最終価格、高価格製品の最終価格、閾値となる。このように、2 つの

製品の間で閾値を跨がない場合、閾値超え効果は表出せず、むしろ、2 つの製品の間の価格差は過小に知覚
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されるであろう。消費者は、2 つの製品を、同じ価格帯にある製品であると分類し、実際より価格が類似し

ている製品であるとみなすのである。

他方において、割引形式が非統合的割引である時は、最終価格を計算する代わりに 2 つの製品の定価の

差が評価されるため、2 つの製品の価格と閾値の位置関係は、低い方から順に、低価格製品の定価、閾値、

高価格製品の定価となる。このように、2 つの製品の価格が閾値を跨ぐ場合、閾値超え効果が表出し、2 つ

の製品の間の価格差は過大に知覚されるであろう。

それゆえ、割引形式が統合的割引である時の方が、非統合的割引である時に比して、消費者は、高価格

製品をより魅力的に感じ、高価格製品を選択するより高い傾向を有すると考えられるであろう。以上の議

論より、次の仮説を提唱する。

仮説 1  2 つの製品の割引前の定価のみ閾値を跨ぐ場合、割引形式が統合的割引である時の方が、非

統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率はより高い。

3－2 2 つの製品の定価も最終価格も閾値を跨ぐ場合における製品選択 

場合分けの 2 つ目は、2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値を跨ぐ場合である。一方に

おいて、割引形式が統合的割引である時は、2 つの製品の最終価格の差が評価されるため、2 つの製品の価

格と閾値の位置関係は、低い方から順に、低価格製品の最終価格、閾値、高価格製品の最終価格となる。こ

のように、2 つの製品の価格が閾値を跨ぐ場合、閾値超え効果が表出し、2 つの製品の間の価格差は過大に

知覚されるであろう。

他方において、割引形式が非統合的割引である時は、最終価格を計算する代わりに 2 つの製品の定価の

差が評価されるため、2 つの製品の価格と閾値の位置関係は、低い方から順に、低価格製品の定価、閾値、

高価格製品の定価となる。このように、2 つの製品の価格が閾値を跨ぐ場合、閾値超え効果が表出し、2 つ

の製品の間の価格差は過大に知覚されるであろう。

このように、どちらの割引形式であっても、閾値超え効果が表出し、消費者が知覚する 2 つの製品の間

の価格差が同程度である場合、2 つの大きな数値の間の差が 2 つの小さな数値の間の同じ数値の差より小

さく知覚されるというウェーバーの法則（Pandelaere, et al., 2011）に基づいて、割引形式が非統合的割引で

ある時の方が、統合的割引である時に比して、2 つの製品の間の価格差はより小さいと知覚されるであろ

う。それゆえ、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、消費者は、高価格

製品をより魅力的に感じ、高価格製品を選択するより高い傾向を有すると考えられるであろう。以上の議

論より、次の仮説を提唱する。

仮説 2  2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値を跨ぐ場合、割引形式が非統合的割引

である時の方が、統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率はより高い。 
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3－3 2 つの製品の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合における製品選択 
 

場合分けの 3 つ目は、2 つの製品の割引後の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合である。一方において、割引

形式が統合的割引である時は、2 つの製品の最終価格の差が評価されるため、2 つの製品の価格と閾値の位

置関係は、低い方から順に、低価格製品の最終価格、閾値、高価格製品の最終価格となる。このように、2

つの製品の価格が閾値を跨ぐ場合、閾値超え効果が表出し、2 つの製品の間の価格差は過大に知覚されるで

あろう。 

他方において、割引形式が非統合的割引である時は、最終価格を計算する代わりに 2 つの製品の定価の

差が評価されるため、2 つの製品の価格と閾値の位置関係は、低い方から順に、閾値、低価格製品の定価、

高価格製品の定価となる。このように、2 つの製品の間で閾値を跨がない場合、閾値超え効果は表出せず、

むしろ、2 つの製品の間の価格差は過小に知覚されるであろう。 

それゆえ、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、消費者は、高価格

製品をより魅力的に感じ、高価格製品を選択するより高い傾向を有すると考えられるであろう。以上の議

論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 3  2 つの製品の割引後の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合、割引形式が非統合的割引である時の方

が、統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率はより高い。 

 

3－4 2 つの製品の定価も最終価格も閾値を跨がない場合における製品選択 

 

場合分けの 4 つ目は、2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値を跨がない場合である。一

方において、割引形式が統合的割引である時は、2 つの製品の最終価格の差が評価されるため、2 つの製品

の価格と閾値の位置関係は、低い方から順に、閾値、低価格製品の最終価格、高価格製品の最終価格とな

る。このように、2 つの製品の間で閾値を跨がない場合、閾値超え効果は表出せず、むしろ、2 つの製品の

間の価格差は過小に知覚されるであろう。 

他方において、割引形式が非統合的割引である時は、最終価格を計算する代わりに 2 つの製品の定価の

差が評価されるため、2 つの製品の価格と閾値の位置関係は、低い方から順に、低価格製品の定価、高価格

製品の定価、閾値となる。このように、2 つの製品の間で閾値を跨がない場合、閾値超え効果は表出せず、

むしろ、2 つの製品の間の価格差は過小に知覚されるであろう。 

このように、どちらの割引形式であっても、閾値超え効果が表出せず、消費者が知覚する 2 つの製品の

間の価格差が同程度である場合、2 つの大きな数値の間の差が 2 つの小さな数値の間の同じ数値の差より

小さく知覚されるというウェーバーの法則（Pandelaere, et al., 2011）に基づいて、割引形式が非統合的割引

である時の方が、統合的割引である時に比して、2 つの製品の間の価格差はより小さいと知覚されるであろ

う。それゆえ、割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、消費者は、高価格

製品をより魅力的に感じ、高価格製品を選択するより高い傾向を有すると考えられるであろう。以上の議

論より、次の仮説を提唱する。 
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仮説 4  2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値を跨がない場合、割引形式が非統合的

割引である時の方が、統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率はより高い。 

 

 

第 4章 実験 

 

4－1 実験計画 
 

第 3章において提唱した 4 つの仮説の経験的妥当性を検討するために、消費者実験を実施し、データ収

集と実証分析を実施した。 

被験者は、20歳～67歳の日本国内の男女 197名（うち男性 112名、女性 85名、年齢の中央値は 37歳）であ

った。実験に際して、被験者 196名をグループ A 0（2つの製品の定価のみ閾値を跨ぐ場合に統合的割引の価格が

提示される被験者グループ）（N ＝22）、グループ A 1（2 つの製品の定価のみ閾値を跨ぐ場合に非統合的割引の価格が

提示される被験者グループ）（N ＝27）、グループ B 0（2 つの製品の定価も最終価格も閾値を跨ぐ場合に統合的割引の

価格が提示される被験者グループ）（N ＝29）、グループ B 1（2 つの製品の定価も最終価格も閾値を跨ぐ場合に非統合

的割引の価格が提示される被験者グループ）（N ＝30）、グループ C 0（2 つの製品の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合に統

合的割引の価格が提示される被験者グループ）（N ＝22）、グループ C 1（2 つの製品の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合に

非統合的割引の価格が提示される被験者グループ）（N ＝23）、グループ D 0（2 つの製品の定価も最終価格も閾値を跨

がない場合に統合的割引の価格が提示される被験者グループ）（N ＝24）、および、グループ D 1（2つの製品の定価も

最終価格も閾値を跨がない場合に非統合的割引の価格が提示される被験者グループ）（N ＝20）の 8 つのグループに無

作為に分類した。 

本研究は、Jia, et al.（2024）に準拠して、被験者の実験材に対する選好の偏りを極力排除した上で、仮

説の経験的妥当性を検討するために、被験者の性別に関係なく一定の需要があるコンピューターモニター

を実験材として採用した。 

 

4－2 実験手順 
 

実験の手続きは、以下のとおりであった。まず、本研究が意図する人物になりきってもらうために、全

ての被験者に対して、「あなたは、コンピューターモニターの購入を検討しています。あなたは、コンピュ

ーターモニターについて調べている最中に、あるサイトで、コンピューターモニターが販売されているの

を見つけました。」というシナリオを読んでもらった。 

次に、グループ A 1、B 1、C 1、および D 1の被験者に対しては、「あなたは、このサイトで販売されてい

るコンピューターモニターに適用可能な 1,500 円オフのクーポンを受け取りました。」というシナリオも読

んでもらい、1,500 円オフクーポンの画像を提示した。実際に被験者に対して提示した画像は、図表 1 に示

されるとおりであった。この画像は、Jia, et al.（2024）を参考にして、著者が独自に作成した画像である。 
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に比して、高価格製品の購買率はより高い。」、仮説 3「2 つの製品の割引後の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合、

割引形式が非統合的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率はより高い。」、

および、仮説 4「2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値を跨がない場合、割引形式が非統合

的割引である時の方が、統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率はより高い。」は、支持された

と言いうるであろう。 

 

 

第 6章 おわりに 

 

6－1 学術的貢献 
 

本研究は、次のような学術的貢献を成したと言いうるであろう。それは、消費者は、低価格製品と高価

格製品のどちらかを選択するという状況の下で、割引形式が非統合的割引（割引額が割引前の定価と併せては

提示されずクーポンなどに提示され、それに伴って割引後の最終価格も提示されない形式の割引）である時の方が、

統合的割引（割引額が割引前の定価と併せて提示され、それに伴って割引後の最終価格も提示される形式の割引）であ

る時に比して、高価格製品を選択するより高い傾向を有すると主張した既存研究に対して、本研究は、2 つ

の製品の価格と閾値の位置関係に応じて、彼らの主張が成り立つ場合と成り立たない場合を識別したとい

うことである。具体的には、本研究は、2 つの製品の割引前の定価のみ閾値を跨ぐ場合、既存研究の主張と

は異なり、割引形式が統合的割引である時の方が、非統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率

はより高いということを新たに見出した。このような知見を提供することによって、本研究は、割引形式

に関する研究に大きな前進をもたらしたと言いうるであろう。 

 

6－2 実務的含意 
 

本研究は、次のような実務的含意を提供したと言いうるであろう。それは、企業が垂直的に差別化され

た 2 つの製品を提供するに際して、製品の価格と閾値の位置関係に応じて、統合的割引を選択するか、非

統合的割引を選択するかを決定すべきであるということである。具体的には、実施するプロモーションの

目的が高価格製品の販売促進である企業は、2 つの製品の割引前の定価のみ閾値を跨ぐ場合には、統合的

割引を選択すべきである一方、2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値を跨ぐ場合、2 つの製

品の割引後の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合、および、2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾

値を跨がない場合には、非統合的割引を選択すべきである。また、実施するプロモーションの目的が低価

格製品の一掃である企業は、2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値を跨ぐ場合、2 つの製品

の割引後の最終価格のみ閾値を跨ぐ場合、および、2 つの製品の割引前の定価も割引後の最終価格も閾値

を跨がない場合には、統合的割引を選択すべきである一方、2 つの製品の割引前の定価のみ閾値を跨ぐ場

合には、非統合的割引を選択すべきである。 
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6－3 本研究の限界 
 

本研究は、次のような限界を抱えている。第 1 の限界は、本研究の実験において、予算と時間の制約の

ため、被験者が少数に留まっていたということである。今後の研究においては、多数の被験者を対象とし

て実験を実施することによって、本研究の分析結果の外部妥当性を検討することが望まれるであろう。 

第 2 の限界は、実験材として採用した製品が、コンピューターモニターのみに限定されていたというこ

とである。本研究は、Jia, et al.（2024）に準拠して、被験者の実験材に対する選好の偏りを極力排除した

上で、仮説の経験的妥当性を検討するため、被験者の性別に関係なく一定の需要があるコンピューターモ

ニターを実験材として採用した。しかしながら、現実においては、さまざまな製品に対して割引が実施さ

れている。今後の研究においては、より幅広い製品を実験材として採用した上で、実験を実施することに

よって、割引形式の種類が消費者の製品選択に与える影響について再検討することが望まれるであろう。 

 

6－4 今後の課題 
 

本研究は、次のような課題を今後の研究に残している。第 1 の課題は、割引形式の種類が消費者の製品

選択に与える影響について、2 つの製品の間の価格差に対する消費者の知覚を考慮した上で、探究すると

いうことである。本研究は、2 つの製品の割引前の定価のみ閾値を跨ぐ場合、既存研究の主張とは異なり、

割引形式が統合的割引である時の方が、非統合的割引である時に比して、高価格製品の購買率はより高い

ということを新たに見出した。この新しい知見は、閾値超え効果が表出し、消費者が 2 つの製品の間の価

格差を過大に知覚したことによって見出されたのではないかと考えられる。しかしながら、本研究は、2 つ

の製品の間の価格差に対する消費者の知覚について考慮していない。それゆえ、今後の研究においては、2

つの製品の間の価格差に対する消費者の知覚を媒介変数とした媒介分析を実施することによって、割引形

式の種類が消費者の製品選択に与える影響について探究することは有意義であろう。 

第 2 の課題は、同じパーセンテージの割引を実施した場合、割引形式の種類が消費者の製品選択にいか

なる影響を与えるのかについて探究するということである。本研究の実験においては、2 つの垂直的に差

別化された製品を対象として、1,500 円引きという同じ金額の割引を実施したが、例えば、10％引きという

同じパーセンテージの割引を実施した場合、非統合的割引における最終価格の計算はより複雑になり、消

費者の製品選択も異なる可能性があるであろう。それゆえ、今後の研究においては、同じ金額の割引を実

施した場合だけでなく、同じパーセンテージの割引を実施した場合、割引形式の種類が消費者の製品選択

にいかなる影響を与えるのかについて探究することは有意義であろう。 

このような課題を残しているものの、本研究は、既存研究が考慮していなかった、閾値超え効果を考慮

した上で、割引形式の種類が消費者の製品選択に与える影響について新たに探究したという点において、

今後のセールスプロモーションに関するマーケティングの発展に有意義な貢献を成したと言いうるであろ

う。 

 

（記） 本研究の執筆に際して、お力添えくださった全ての方々にこの場をお借りして感謝の意を申し上
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げます。慶應義塾大学商学部小野晃典先生には、大変お忙しい中、テーマの選定から、実証分析、論

文執筆、書式までたくさんの丁寧なご指導を賜りました。小野先生のもとで、このような卒業論文

を執筆できたことを心から幸せに思います。本当にありがとうございました。また、小野晃典研究

会大学院の先輩方や昨年卒業された第 21 期生の先輩方、同期の第 22 期生、後輩の第 23 期生から

も数々のご助言を賜りました。とりわけ、小野晃典研究会第 16期 OB かつ第 20期大学院生で、慶

應義塾大学大学院商学研究科助教の北澤涼平先生には、本研究の添削から、分析の相談まで、非常

に多くのお力添えをいただきました。本当にありがとうございました。同期の第 22期生は、遅れを

とっていた私に対して、嫌な顔ひとつせず、朝から晩まで親身になって、本研究について一緒に考

えてくれました。本当にありがとう。最後に、本研究の執筆に際して、温かく見守ってくれた家族、

どんな時でも応援してくれた友人に対する感謝の意を申し上げます。本当にありがとうございまし

た。
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